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• 「⽣産性向上⽀援センター」とは、⼈⼿不⾜などの課題に直⾯する中⼩企業の皆さまが、⽣産性向上に取り組めるよう、
国が全国の「よろず⽀援拠点」内に設置する公的⽀援組織です（2026年4⽉1⽇新規オープン予定）。

• ⽣産性向上のプロ（サポーター）が、無料で、複数回、中⼩企業の皆さまの現場に訪問し、徹底して伴⾛します。
• 業務の⾒える化、ムリムラムダの削減、作業の標準化、導線の効率化、デジタル活⽤、省⼒化投資の検討など、状況に応
じた最適な⼀歩を⼀緒に考えます。さまざまな規模・業種の中⼩企業の皆さまの活⽤をお待ちしています。

「⽣産性向上⽀援センター」とは
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ポイント ⽀援内容の⼀例

01 ⽣産性向上のプロがアドバイス
⽣産性向上に関する知識・経験が豊富なサポーターが専⾨
性の⾼いアドバイスを提供します。

02 無料で複数回の現場訪問
「相談に⾏く余裕も時間もない・・」→⼤丈夫です。
何度でも、無料で、サポーターが現場訪問します。

03 国の補助⾦における加点（予定）
センターの⽀援を受けると、省⼒化投資補助⾦（⼀般型）
の採択審査において加点が受けられます。

※「複数回」の⽀援は、合計10回程度を想定しています。
※省⼒化投資補助⾦（⼀般型）の採択審査における加点措置については、2026年夏頃以降の公募回から実施予定です。
※「⽀援内容の⼀例」は「福岡県中⼩企業DX推進センター」HPから引⽤。



「⽣産性向上⽀援センター」 ⽀援の流れ
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 １回⽬︓近隣の⽣産性向上⽀援センターに相談（主に窓⼝）
 電話・メール・HPなどから⽀援の申し込みをおこないます。
 窓⼝やオンライン会議で、⽣産性向上⽀援センターの⽀援について説明を受けます。
 「⽀援同意書」にサインしたら、⽀援開始です。

 ２回⽬〜４回⽬︓⽣産性向上⽀援サポーターによる⽀援（主に現場）
 サポーターが中⼩企業等の皆さまの現場に訪問します。
 サポーターのアドバイスを受けながら「⽣産性向上取組計画」を作成します（１〜２枚程度）。
 「⽣産性向上取組計画」においては、⽣産性向上に関する⽬標や今後の取組予定などを設定します。

 ５回⽬〜１０回⽬︓⽣産性向上⽀援サポーターによる⽀援（主に現場）
 サポーターが「⽣産性向上取組計画」に基づいて毎回の⽀援を実施します。
 サポーターは、毎回の⽀援後、次回の⽀援までの「宿題」を出すことがあります。
 「⽣産性向上取組計画」で決めていた⽬標を達成できたら、「⽀援完了同意書」にします。

※上記の⽀援の流れは⼀例です。実際の⽀援回数は前後することもあります。
※センターで⽀援を⾏うよりも、別の⽀援を受けるほうが適切と考えられる場合は、センターによる⽀援の途中でも、別の⽀援機関等を紹介する場合があります。



（参考）「よろず⽀援拠点」とは
• 平成26年度に事業を開始し、令和6年度で創設から10年が経過。知名度の向上により、年々相談件数は増
加。令和6年度は30万件強の相談対応を実施。

• ⼩規模事業者を中⼼とした様々な業種の事業者からの、売上拡⼤、経営改善、創業、事業承継等の多様な経
営課題に関する相談に対応しており、よろず⽀援拠点で対応した事業者の課題の延べ件数も増加傾向。

相談内容

従業員数 業種

売上拡⼤
57.0%経営改善

23.8%

創業
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事業承継
3.4%

その他
1.3%

5⼈以下
57.9%

創業前
18.5%

〜20⼈
13.8%

〜50⼈
5.4% その他

4.2%

相談対応件数（課題（中）の延べ件数）の推移
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相談実績件数（相談回数の延べ件数）の推移
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サービス業（他に
分類さないもの）

16.2%

製造業
15.9%

卸売業，⼩売業
15.4%

宿泊業，飲⾷
サービス業
13.4%

⽣活関連サービ
ス業，娯楽業

9.7%

建設業
7.0%

その他
22.4%



（参考）中⻑期的には、⽣産年齢⼈⼝は減少の可能性
• ⽣産年齢⼈⼝は、2020年から2043年にかけて約1,500万⼈（7,509万⼈→5,969万⼈）減少する可能性。

出典︓令和６年３⽉26⽇ 内閣官房 新しい資本主義実現会議「資料１ 基礎資料」を基に中⼩企業庁が作成
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⽣産年齢⼈⼝の推移
（）内は総⼈⼝に⽰す割合



（参考）⾸都圏への⼈⼝流出が、地⽅の⼈⼿不⾜に影響
• 東京圏（東京都、神奈川県、埼⽟県、千葉県）は、転⼊者数が転出者数を上回っている。

都道府県別転⼊超過数（2023年、2024年）

出典︓総務省「住⺠基本台帳⼈⼝移動報告（令和６年）」を基に中⼩企業庁が作成 6
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（参考）⾸都圏への⼈⼝流出が、地⽅の⼈⼿不⾜に影響
• 年代別に、東京圏（東京都、神奈川県、埼⽟県、千葉県）への転⼊超過数を⾒ると、39歳以下、特に20歳から24歳
の若年層の転⼊が多い。

東京圏への年齢別転⼊超過数の推移

出典︓総務省「住⺠基本台帳⼈⼝移動報告（⽇本⼈移動者）」を基に中⼩企業庁が作成

（万⼈）
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出典︓リクルートワークス研究所「ワークス⼤卒求⼈倍率調査」を基に中⼩企業庁が作成

（倍）
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⼤卒求⼈倍率の推移

（参考）従業員の規模が⼩さい企業ほど、⼈材採⽤の難易度は⾼い
• 従業員の規模が⼩さい企業ほど求⼈倍率が⾼く、採⽤難度が⾼い（⼈材を募集しても確保できない）状況。



（参考）「⼈⼿不⾜」が経営者にとって⼤きな課題に
• 中規模企業・⼩規模事業者ともに、最も重視する経営課題として⼈材確保が挙げられている。

出典︓中⼩企業庁「中⼩企業⽩書2025」を基に作成

※中⼩企業とは、中⼩企業基本法第2条第1項の規定に基づく「中⼩企業者」をいう。
また、⼩規模事業者とは、同法同条第5項の規定に基づく「⼩規模企業者」をいう。さらに、中規模企業とは「⼩規模企業者」以外の「中⼩企業者」をいう。

最も重視する経営課題（企業規模別）
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⼈⼿不⾜への対策（複数回答）

• ⼈⼿不⾜への対策としては採⽤活動の強化が最多となっており、「事業のスリム化、無駄の排除」や「デジタル・機
械・ロボットの活⽤」などに取り組む余地は⼤きい。

出典︓⽇本商⼯会議所・東京商⼯会議所「「⼈⼿不⾜等への対応に関する調査」結果概要」（2024年９⽉）を基に中⼩企業庁が作成
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過剰品質・過剰サービスの⾒直し

多様で柔軟な働き⽅の導⼊（テレワーク、副業・兼業など）

労働時間・残業時間の増加

デジタル・機械・ロボットの活⽤

従業員の能⼒開発

⼥性・シニア・外国⼈材など多様な⼈材の活躍推進

事業のスリム化、無駄の排除、外注の活⽤

採⽤活動の強化（⾮正規含む）
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（参考）中⼩企業の⼈⼿不⾜への対応は採⽤活動が中⼼




